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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第77期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第78期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第77期

会計期間  

自平成22年
２月１日
至平成22年
４月30日

自平成23年
２月１日
至平成23年
４月30日

自平成22年
２月１日
至平成23年
１月31日

売上高 （百万円） 12,454 12,554 50,069

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 56 148 △942

四半期純利益又は

四半期（当期）純損失（△）
（百万円） 10 △35 △2,757

純資産額 （百万円） 44,523 40,176 40,052

総資産額 （百万円） 54,768 50,641 50,452

１株当たり純資産額 （円） 1,047.31 944.78 941.89

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）

（円） 0.25 △0.83 △64.93

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 81.2 79.2 79.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,104 1,499 3,076

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円）  △1,222  △1,039 △3,122

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △0 △420 874

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円）  10,557  11,268 11,241

従業員数 （人） 3,026 3,034 3,031

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

 

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年４月30日現在

従業員数（人） 3,034(398)

　（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数は（　）内に当

第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時雇用者には、パートタイマー及び嘱託

契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

 

(2）提出会社の状況

 平成23年４月30日現在

従業員数（人） 1,389(359)

　（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時雇用者には、パートタイ

マー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当第１四半期連結会計期間の生産、受注及び販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(1）生産実績

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

前年同四半期比
（％）

金型 （百万円） 1,142 －

電子部品 （百万円） 8,327 －

電機部品 （百万円） 2,998 －

工作機械 （百万円） 210 －

合計 （百万円） 12,678 －

(2）受注状況

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

金型 883 － 1,121 －

電子部品 8,263 － 2,449 －

電機部品 2,901 － 806 －

工作機械 186 － 134 －

合計 12,234 － 4,511 －

(3）販売実績

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

前年同四半期比
（％）

金型 （百万円） 1,150 －

電子部品 （百万円） 8,182 －

電機部品 （百万円） 3,011 －

工作機械 （百万円） 209 －

合計 （百万円） 12,554 －

 

（注）１. 生産実績の金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２. 当第1四半期連結会計期間からセグメントを変更しておりますので前年同四半期比（％）は記載しておりませ

　　ん。

３. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社三井ハイテック(E02293)

四半期報告書

 4/23



２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

なお、当社グループは前連結会計年度において、３期連続の営業損失を計上したことにより、将来にわたって事業活

動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在しております。

しかしながら、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の「（5） 継続企業の前提に関す

る重要事象等についての対応策」に記載のとおり、当該事象又は状況を解消するために対応策をとり、また、事業運営

を進めるための十分な運転資金を有しているため、この状況は解消できるものと判断しております。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間末（平成23年４月30日）現在において当社グループが判断

したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間において、東日本大震災が発生しました。当社グループの生産拠点は、九州及び海外に

あることから生産設備への影響はありませんでしたが、主たる供給先である半導体、家電及び自動車関係の業界に

大きな影響を及ぼしております。当社グループにおいても供給先の生産調整などの影響を受けておりますが、お客

様が必要とする量の確保と納期の遵守に努めて参りました。併せて、全グループを挙げて生産効率向上、日本からの

輸出品の順次現地生産化及びグローバルな新規顧客開拓に取り組みました。

　

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は125億５千４百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益は６千１

百万円（前年同期営業損失１億７千５百万円）、経常利益は１億４千８百万円（前年同期比162.4％増）となりま

した。一方、取引先における震災を起因とした生産調整による操業停止期間中の固定費等を「災害による損失」と

して特別損失処理したことなどにより、四半期純損失は３千５百万円（前年同期四半期純利益10百万円）となりま

した。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（金型）

金型事業については、グローバルな新規顧客開拓を継続するとともに、自動車関連メーカーや家電メーカーな

どの精度追求及び生産性向上のニーズに引続き対応しました。その結果、売上高は17億２千９百万円、営業利益は

２億３千７百万円となりました。

（電子部品）

電子部品事業については、海外生産拠点の生産効率向上、日本からの輸出品の現地生産化に向けての製品移管、

設備改善及び工程改善による生産性と材料歩留りの向上に取り組みました。その結果、売上高は82億円、営業損失

は４千万円となりました。

（電機部品）

電機部品事業については、省エネ家電製品用のモーターコア需要が堅調に推移しましたが、車載用のモーター

コア需要は、震災による自動車業界の生産調整の影響を受けました。その結果、売上高は30億１千１百万円、営業

利益は２億８百万円となりました。

（工作機械）

工作機械事業については、国内、中国及び北米市場で顧客開拓に取り組みました。その結果、売上高は２億　７千

１百万円、営業損失は１千万円となりました。

なお、上記セグメント売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高６億５千８百万円を含めて表示しており

ます。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、112億６千８百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ２千６百万円増加しました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は14億９千９百万円（前年同期は11億４百万円の増加）となりました。

これは、主に非資金項目の減価償却費９億３千万円及びその他流動負債の増加２億７千８百万円により増加した

ものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は10億３千９百万円（前年同期は12億２千２百万円の使用）となりました。

これは、主に有形固定資産の取得10億３千５百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は４億２千万円（前年同期は０百万円の使用）となりました。

これは、主に長期借入金の返済３億１千２百万円と配当金の支払１億６百万円によるものであります。

なお、上記に加え、資金に係る換算差額の減少１千２百万円により、資金が減少しております。　

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はなく、また、新たに生じ

た課題はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は、１億３千６百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5）継続企業の前提に関する重要事象等についての対応策

当社グループは前連結会計年度において、３期連続の営業損失を計上したことにより、将来にわたって事業活動

を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在しておりますが、下記のとおり、当該事象又は

状況を解消するために対応策をとっており、また、事業運営を進めるための十分な運転資金を有しているため、この

状況は解消できるものと判断しております。 

当社グループを取り巻く事業環境は、為替相場での円高基調、新興国市場の台頭による低価格品への需要シフト、

環境対応ニーズの加速などにより大きく変化すると予想されます。そのなかにあって、当社グループは事業環境の

変化に対応するために、「スピード」と「生産効率向上」による体質強化を図っております。

その結果、当第１四半期連結会計期間の営業損益は黒字に転換いたしました。

当社グループは当該事象又は状況を解消するために、今後とも精密加工技術を核として、グローバル供給体制を

活かし顧客ニーズに対応するとともに、事業再編と生産効率向上の取り組みを加速し、収益の改善を図って参りま

す。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 94,595,700

計 94,595,700

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成23年４月30日)

提出日現在発行数（株）
 

(平成23年６月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容
 
 

普通株式 42,466,865 42,466,865

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

単元株式数は100

株であります。

計 42,466,865 42,466,865 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年２月１日～

平成23年４月30日
－ 42,466 － 16,403 － 17,366

 

（６）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、三井住友トラスト・ホールディングス㈱から、平成23年４月20日付の大量保

有報告書の写しの送付があり、平成23年４月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けております

が、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

　なお、大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。　

氏名又は名称 　住所
保有株券等の数

(株)

株券等保有割合

(％)

　住友信託銀行㈱  大阪市中央区北浜四丁目５番33号 　　　　　　806,300 　　　　　　　1.90

　中央三井アセット信託銀行㈱  東京都港区芝三丁目23番１号 　　　　　1,449,100　　　　　　　3.41

　日興アセットマネジメント㈱
 東京都港区赤坂九丁目７番１号　ミッド

 タウン・タワー
　　　　　　 45,300 　　　　　　　0.11

計 ― 　　　　　2,300,700　　　　　　　5.42
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（７）【議決権の状況】

     当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　　記載することができないことから、直前の基準日（平成23年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

　　ります。

①【発行済株式】

 平成23年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　4,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 42,340,900     423,409 －

単元未満株式 普通株式　　　121,465 －
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 42,466,865 － －

総株主の議決権 －     423,409 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株、及び議決権が７個含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

 平成23年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義
所有株式数

 
（株）

他人名義
所有株式数

 
（株）

所有株式数
の合計
 

（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

㈱三井ハイテック
北九州市八幡西区

小嶺二丁目10番１号
    4,500 － 4,500 0.01

計 － 4,500 － 4,500 0.01

　（注）当第１四半期会計期間末日現在の当社の所有株式数は4,673株（議決権の数46個）です。

　　　　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
２月

 
３月

 
４月

最高（円） 503 489 439

最低（円） 467 310 375

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

      前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年２月１日から

平成23年４月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平

成22年４月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,675 11,044

受取手形及び売掛金 ※2
 7,848 7,743

有価証券 1,100 700

商品及び製品 1,760 1,556

仕掛品 1,197 1,406

原材料及び貯蔵品 1,463 1,448

その他 738 795

貸倒引当金 △7 △7

流動資産合計 24,775 24,687

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 26,965 26,984

減価償却累計額 △19,123 △19,037

建物及び構築物（純額） 7,842 7,947

機械装置及び運搬具 42,190 41,616

減価償却累計額 △35,929 △35,869

機械装置及び運搬具（純額） 6,260 5,747

工具、器具及び備品 18,857 19,060

減価償却累計額 △16,783 △16,935

工具、器具及び備品（純額） 2,074 2,125

土地 6,629 6,619

建設仮勘定 845 1,073

有形固定資産合計 23,651 23,512

無形固定資産 737 795

投資その他の資産

投資有価証券 599 627

繰延税金資産 115 92

その他 760 737

投資その他の資産合計 1,475 1,457

固定資産合計 25,865 25,764

資産合計 50,641 50,452
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,007 2,929

1年内返済予定の長期借入金 1,250 1,250

未払法人税等 83 157

その他 2,187 1,819

流動負債合計 6,528 6,156

固定負債

長期借入金 2,812 3,125

退職給付引当金 981 989

役員退職慰労引当金 74 71

その他 66 57

固定負債合計 3,935 4,243

負債合計 10,464 10,400

純資産の部

株主資本

資本金 16,403 16,403

資本剰余金 17,366 17,366

利益剰余金 10,292 10,434

自己株式 △3 △3

株主資本合計 44,059 44,201

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 71 88

為替換算調整勘定 △4,014 △4,294

評価・換算差額等合計 △3,942 △4,206

少数株主持分 59 57

純資産合計 40,176 40,052

負債純資産合計 50,641 50,452
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年４月30日)

売上高 12,454 12,554

売上原価 10,966 11,071

売上総利益 1,487 1,483

販売費及び一般管理費 ※1
 1,662

※1
 1,422

営業利益又は営業損失（△） △175 61

営業外収益

受取利息 11 16

為替差益 166 74

その他 91 42

営業外収益合計 269 133

営業外費用

支払利息 8 8

固定資産除売却損 9 31

その他 20 6

営業外費用合計 38 46

経常利益 56 148

特別損失

災害による損失 － 107

特別損失合計 － 107

税金等調整前四半期純利益 56 40

法人税等 ※2
 44

※2
 71

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △30

少数株主利益 1 4

四半期純利益又は四半期純損失（△） 10 △35
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 56 40

減価償却費 1,073 930

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9 △7

受取利息及び受取配当金 △11 △17

支払利息 8 8

為替差損益（△は益） 13 29

固定資産除売却損益（△は益） 9 29

売上債権の増減額（△は増加） △381 △38

たな卸資産の増減額（△は増加） △359 28

仕入債務の増減額（△は減少） 549 49

未払又は未収消費税等の増減額 9 44

その他 155 495

小計 1,113 1,593

利息及び配当金の受取額 11 14

利息の支払額 △8 △7

法人税等の支払額 △12 △100

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,104 1,499

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △3 △3

有形固定資産の取得による支出 △1,154 △1,035

無形固定資産の取得による支出 △55 △4

貸付けによる支出 △5 △1

貸付金の回収による収入 4 4

その他 △9 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,222 △1,039

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 － △312

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 － △106

その他 － △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △0 △420

現金及び現金同等物に係る換算差額 197 △12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 79 26

現金及び現金同等物の期首残高 10,477 11,241

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,557

※
 11,268
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当第１四半期連結会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成20年３月31日　企業

会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成20年３月31日　企業

会計基準適用指針第21号）を適用しております。

　なお、これによる損益への影響はありません。　

 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成20年12月26日　企業会計基準第22号）に基づく「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５

号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しておりま

す。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

１．たな卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連

結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。 

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

 

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

（セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用）

　当第１四半期連結会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成21年３

月27日　企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成20年３月21日　企業会計基準適用指針第20号）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年４月30日）

前連結会計年度末
（平成23年１月31日）

　１　債権譲渡契約に基づく売上債権の一部譲渡高 　１　債権譲渡契約に基づく売上債権の一部譲渡高

売掛金 1,214百万円 売掛金 1,166百万円

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の処理

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、四半期連結会計期間末日満

期手形116百万円が受取手形の当第１四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

  ２  期末日満期手形の処理

──────

　３　財務制限条項 　３　財務制限条項

（財務制限条項） 

　当第１四半期連結会計期間末の借入金残高4,062百

万円について、下記の財務制限条項が付されており

ます。

各年度の決算期における単体の貸借対照表の純資

産の部の金額を、直前の決算期における単体の貸借

対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持するこ

と。

（財務制限条項） 

　当連結会計年度末の借入金残高4,375百万円につい

て、下記の財務制限条項が付されております。　

各年度の決算期における単体の貸借対照表の純資

産の部の金額を、直前の決算期における単体の貸借

対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持するこ

と。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

運搬費 221百万円

給与・賞与 484

退職給付費用 24

役員退職慰労引当金繰入額 3

減価償却費 121

研究開発費 143

運搬費 149百万円

給与・賞与 475

退職給付費用 24

役員退職慰労引当金繰入額 3

減価償却費 103

研究開発費 136

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年４月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年４月30日現在）

現金及び預金勘定 9,651百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △493

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 1,400

現金及び現金同等物 10,557

現金及び預金勘定 10,675百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △506

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 1,100

現金及び現金同等物 11,268
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年４月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成23年２月１日　至　

平成23年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　42,466,865株 
 
２．自己株式の種類及び株式数

普通株式         4,673株 

　

    　３．配当に関する事項

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年４月22日

定時株主総会
普通株式 106 2.5 平成23年１月31日 平成23年４月25日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年２月１日　至平成22年４月30日）

 

プレス
用金型
 

(百万円)

ＩＣ
リード
フレー
ム

(百万円)

ＩＣ
組立
 

(百万円)

工作
機械
 

(百万円)

モー
ターコ
ア
 

(百万円)

その他
 
 

(百万円)

計
 
 

(百万円)

消去又
は全社
 

(百万円)

連結
 
 

(百万円)

売上高                                     
(1）外部顧客に対する売上高 716 7,535 541 223 3,437 － 12,454 － 12,454

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
720 49 － 210 － － 980 (980) －

 計 1,4377,584 541 433 3,437 － 13,434(980)12,454

営業利益又は営業損失（△） 38 △395 △49 △41 394 － △53 (121)△175

（注）１．事業区分の方法

内部管理上設定している売上集計単位を基準として区分しております。

２．各事業区分の主要製品

プレス用金型……………モーターコア用抜型、その他の各種部品用精密金型

ＩＣリードフレーム……ＩＣリードフレーム

ＩＣ組立…………………ＩＣ組立製品

工作機械…………………平面研削盤、レベラー等

モーターコア……………モーターコア製品

その他……………………その他プレス打抜加工製品他

 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年２月１日　至平成22年４月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

米国
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         
(1）外部顧客に対する売上高 7,356 5,089 8 12,454 － 12,454

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
785 92 17 895 (895) －

 計 8,141 5,182 25 13,349 (895) 12,454

営業利益又は営業損失（△） 89 △133 0 △44 (130) △175

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国は次のとおりであります。

アジア……シンガポール・マレーシア・フィリピン・中国・台湾・タイ

　 

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年２月１日　至平成22年４月30日）

 アジア 米国 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 （百万円） 6,266 98 276 6,641

Ⅱ　連結売上高 （百万円）             12,454

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合
（％） 50.3 0.8 2.2 53.3

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

(1)アジア……シンガポール・マレーシア・フィリピン・中国・台湾・タイ等

(2)その他の地域…ヨーロッパ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは、製品の事業区分ごとに国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており

ます。

したがって、当社グループは当該事業区分を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「金

型」、「電子部品」、「電機部品」、「工作機械」の４つを報告セグメントとしております。

「金型」は、プレス用金型等を製造・販売しております。「電子部品」は、ＩＣリードフレーム及びＩＣ組

立製品等の製造・販売を行っております。「電機部品」は、モーターコア製品等の製造・販売を行っており

ます。「工作機械」は、平面研削盤等の製造・販売を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年２月１日　至　平成23年４月30日）　

（単位：百万円）

 金型 電子部品 電機部品 工作機械 合計
調整額
(注)１

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)２　

売上高        

外部顧客への売上高 1,1508,1823,011 209 12,554 － 12,554
セグメント間の内部売上高又
は振替高

578 18 － 61 658 (658) －

計 1,7298,2003,011 271 13,213(658)12,554

セグメント利益又は損失（△） 237 △40 208 △10 395 (334) 61

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額334百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年４月30日）

前連結会計年度末
（平成23年１月31日）

１株当たり純資産額 944.78円 １株当たり純資産額 941.89円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0.25円 １株当たり四半期純損失金額（△） △0.83円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△） （百万円） 10 △35

普通株主に帰属しない金額　　　　　 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）  
（百万円） 10 △35

普通株式の期中平均株式数　　　　　 （千株）　 42,462 42,462

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

　 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社三井ハイテック(E02293)

四半期報告書

21/23



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年６月８日

株式会社三井ハイテック

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本野　正紀　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内藤　真一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三井ハイ

テックの平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から

平成22年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三井ハイテック及び連結子会社の平成22年４月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年６月13日

株式会社三井ハイテック

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本野　正紀　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内藤　真一　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 上田　知範　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三井ハイ

テックの平成23年２月１日から平成24年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年２月１日から

平成23年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三井ハイテック及び連結子会社の平成23年４月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

 

EDINET提出書類

株式会社三井ハイテック(E02293)

四半期報告書

23/23


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

